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は じ め に
近年,典 型的な成熟市場 といわれ るアパ レル業界で製造小売業(SPA)と いわれる専門店 チェー
ンの中に,成 長性 と収益性が ともに高い企業が目立 って いる。それ も,軽 衣料品の分野 ではな く,
流行の波が激 しく経営が難 しいといわれるフ ァッシ ョン性の強 い婦人服の分野で現れてい る。 こ
れ らのチ ェー ンス トアでは,自 ら商品企画を(企 業 によってはデザイ ンまで)手 がけ,生 産 コス
トの低い海外か ら調達を して,バ イヤーズ ・コ ンソリデー シ ョン等の グローバル ロジステ ィクス
の システムを巧みに組み合わせ,ス ピーデ ィーで無駄 の少ない 「売 り切 り型」 の ビジネ スモデル
を構築 しているω。
ノ
このよ うな,商 品仕様が複雑 なネ ットワー ク型の グローバルロジステ ィクス体制 にお.いて,需
要 の変 化が激 しく,プ ロダ ク ト・ライ フサイクルが短期化すると,従 来 とは異 なるダイナ ミック
な調達 ・販売 ネ ットワー クの運用が不 可欠 にな る。特 に,変 化の激 しい国内市場 とグローバル調
達 の仕組みを連動 させつつ経営成果を得るためには,市 場情報 をどの ように収集 ・創造 ・発信 さ
せつつ,市 場 の変化 と事業 システムを連動 させ るかが重要 である。 いわば,「生きている システ
ムωをマネジメン トする仕組み㈹」 が必要にな って くるので ある。
☆ 横浜商科大学教授
(1)こ の点 に関 しては,橋 本雅隆(2005a,2005b)および橋本 ・小林 ・加藤 ・今井(2005a,2005b)
を参照の こと。
(2)「生きているシステム」について,清 水博(1987)は,個性 や個別性を所有 しなが ら,よ り大 きなシ
ステムの中で秩序,あ るいは調和を作 り出 して生 きるために情報が 自律 的に作 り"1され る自己組織能 に
よって生命現象を生み出すイ{:組みであると説明 している。 さらに,清 水 は,種 々の学 問領域 における成
果を援用 しなが ら,「カオス」,「ゆらぎ」,「引 き込み現象」,「散逸構造」,「情報の 自己組織」,「ホロン
(ホロニ ック)」,「自律的コーデ ィネーシ ョン」 など,そ の後、経営学の領域に取 り込 まれてい く多 くの
概念 を提示 している。
(3)近 年,頻 繁に使用 されている 「仕組み」 という用語は,必 ず しも厳密に定義 された専門用語で はない
が,こ こでは 「顧客価値 を創出 しつつ経営成果を実現するためのす るための,活 動 と組織 ・経営諸資源
のアーキテクチ ャ1の ことと定義 してお く。
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さて,こ の 「生 きているシステムをマネ ジメ ン トする仕組み」 を構築す る 上で重要な点 は,ダ
イナ ミックに変化す る経営環境の 中で,顧 客価値 を実現 しつつ,経 営諸資源の組合せを変えなが
ら,業 務活動を制御す るオペ レーシ ョン ・マ ネジメン トの仕組みが不可欠 になる。オペ レーシ ョ
ン ・マネ ジメン トは もともと生産管理 の分野で理論化 されて きたが,近 年 は財務や マーケテ ィン
グと並んで,製 品やサービスの開発や提供の過程 で付加価値 を創出す る企業活動の プロセス全体
のマネジメントへ とその範囲 を拡大 してきてい るω。 ビジネスを企業単位ではな く事 業単位で捉
えて,そ の仕組みを設計す るという考え方が求め られて いきたことがその大 きな理由 とな ってい
ると思われ る。 この とき,事 業全体の諸活動を顧 客価値実現のためのプロセスと捉えて,分 析 ・
設計す る視点が提示 されて きている。例えば,藤 本(2001)は,生産にかかわ るオペ レー ション
をプロセスとして捉えて分析す るな らば,生 産活動は設計情報を製品に転写するプロセスにほか
な らないと している(5)。藤本 の観点 を事業全体 に拡大 してみ ると事業 システムとい う捉え方が可
能になる。事業 システムとは⑥,事 業のアーキテ クチ ャに基づいて設計 された具体的な システム
であ り,活動 システムはその具体的 システムの基本的な骨格を形成す るもの と考 え られ る。活動
システムは,業 務活動 それ 自体 とそれを運用 ・制御するオペ レーシ ョン ・マネジメ ン トのシステ
ムか らな ると考え られるm。オペ レー ション ・マネジメ ン トの仕組 みをいかに構築す るかは,従
来,製 造業 において中心的な課題 であった。 しか し,前 述の通 り,オ ペ レーシ ョン ・マネ ジメン
トの考え方が事業全体 に拡人 していることや,藤 本 のようにサー ビスも含 めてプロセ ス設計の対
象 と考えれば,小 売業の事業 システムの構 築を考え るときにオペ レー ション ・マネジメン トの枠
組みを用 いて も支障 はない ように思 われ る。何 よ りも,SPA型 小売チ ェー ンのように,商 品企
画 ・開発を自ら行 い,グ ローバルに展開 した生産拠点 をグローバル ロジスティクス ・システムで
統合するような事業 システムを分析す る場合,オ ペ レー ション ・マ ネジメ ン トの仕組みを明確 に
していない限 り,理 解は困難であるように思 われ る。
さて冒頭で述べた通 り,フ ァッシ ョン衣料品のSPA型 小売 チェー ンでは,小 売業 自 らが製品
企画 ・開発を行い,原 材料調達 や生産工程にまで深 く関与す ることが多 くなる。 その ことによっ
て高い収益率をf:げることが 可能 になっているのであるが,反 面,経 営環境の変化か ら受 ける多
大な事業 リスクを負 う危険性が高 くな る。顧客のニーズ ・ウォンツや競争環境,経 営資源 の諸条
(4)オ ペ レー ション ・マネジメ ントに関 しては,StevensonW.J.(2005),pp.4-5を参照のこと。
(5)プ ロセスの視点とは,事 業 を遂行す るための諸活動(業 務)を,イ ンプッ ト→変換一→アウ トプ ッ トの
連鎖と捉え る見方で,イ ンプ ット要素には,モ ノ,エ ネルギー,情 報が ある。藤本 は,情 報の観点か ら
生産を捉えることにより,設 計と製造活動を包含 した広義 の生産を定義 している。 この点に関 しては,
藤本(2001)の15-16頁を参照のこと。
(6)加 護野 ・井 ヒは事業システムについて,1経営資源を一・定の仕組 みで システム化 した ものであ り,ど
の活動を自社で担当す るか,社 外のさまざまな取 引相手 との間に,ど のよ うな関係を築 くか,を 選択 し.
分業の構造,シ ンセ ンテ ィブの システム,情 報,モ ノ,カ ネの流れの設計の結果 として生 み出 されるシ
ステム」 と定義 している。 この点に関 しては,加 護野 ・井 上(2004),37頁を参照 のこと。
(7)加 護野 ・井L(2004)は,事業システムを,事 業の基本的骨組みの設計,制 度 と文化の設計,工 学的
.システム設計,文 脈の理解 と実践,の4段 階に分け,工 学的 システ ム設計の一部に濡動 システムを位置
づけている。
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件が激 しく変化する中で,こ れに耐え得 るオペ レー ション ・マネジメ ン トの仕組み とはいかなる
ものであろうか。
一般 に,シ ステムが変化す る環境 の中で秩序 だ った組織体 としての恒常性 を維持するためには,
その活動を制御す る必 要が ある。 この制御方法の代 表的な手法がフ ィー ドバ ック制御である。経
営管理 に もこのフィー ドバ ック制御の考え方が 占 くか ら用い られて きた。行動の 目標 を決め,実
際の行動結果を見なが ら次の行動 を修IEする方式である。一方,活 動の結 果を検知 してか ら行動
の修正を図 るのではな く,予 測や方針 によって将 来の状態を予め想定 して,こ れ を日標 と して行
動 を決めるのが,フ ィー ドフォワー ド制御である。 このようにオペ レー ション ・システムの制御
には,大 き く分けて フィー ドバ ック制御 とフィー ドフォワー ド制御 がある。
椎野潤(2003)(8)によれば,変 化す る環境の中で,自 己と環境 の間で情報 の交換 を しなが ら自
らを変化 させてい く 「生 きているシステム」には,フ ィー ドフォワー ド制御が組み込まれて いる
とい う。SPA型 小売 チェー ンでは,ど のような プロセス制御が行われ,そ れが事業 システ ム全
体 とどのようにかかわ ってい るのであろうか。 本稿では,SPA型 小売業 の事 例 を分析す ること
によ り,制 御理論をべ一 スとしてネ ットワー ク型 のサプライチェー ン ・マネ ジメ ン トの方向性 に
ついて考察 する。本論文で は,ま ず,事 業 システムとオペ レー シ ョン ・マネ ジメ ン トに関す る既
存研究を レビュー し,次 に制御理論 におけるフィー ドバ ック制御 とフィー ドフォワー ド制御 の基
本を整理す る。最後 に,フ ァッシ ョンSPA型 小売 チ ェー ンの事例 を研究 した上 で,制 御方式の
観点か ら事例 の検討 を加え る。
1.事 業 シ ス テ ム と オ ペ レー シ ョン ・マ ネ ジ メ ン ト
、)
StevensonW.J.(2005)(9)は,オペ レー シ ョン ・マネ ジメ ン ト(operationsmanagement)
について,「財 を創出 しサー ビスを提供す るオペ レー シ ョンも しくは システムのマネ ジメ ン トで
ある」 と したi:で,「財やサー ビスの創Ntにはイ ンプッ トか らアウ トプ ッ トへの変換 を含み,資
本,労 働力,情 報な ど多様 な経営資源要素であるイ ンプ ッ トを複数の変換 プロセスを使 って財や
サー ビスに変換す る。そ して,望 ま しい産出が達成 されているかを複数のポイン トで測定 して,
事前 に設定 された基準 に照 らして,活 動 の修正が必要か判断 され る」 としてい る。Stevenson
は,複 数の変換 プロセスが組 み合わ されて財 ・サー ビスが産{ilされ,そ れ らの変換 プロセスによ っ
て付加価値が創出され るとしてい る。
前述の加護野 ・井t:(2004)は,事業 システムの分析 ・設計の段階 と して,ま ず,① 事業 コン
セプ トの設計を挙げて いる。 これ は,誰 に(顧 客層),何 を(提 供価値 ・機能),ど のように(経
営 資源 ・原理)を 明確 に し,事 業定義 をす ることで あるとしてい る。次 に,市 場(価 値)分 析,
(8)椎 野 潤(2003)を 参 照 の こ と。
(9)StevensonW.J.(2005),pp,4-5を参 照 の こ と 。
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資源分析,競 争分析 を経た上で,② 投 資採算性 ・収益性 を確保するための基本設計(経 済性)原
理 を構築 し,こ れを もとに,③ 外部関係組織 との取引関係や内部組織の在 り方を明確 に し,④ 具
体 的な活動 システムの設計 に入 るとしている。本論文で取 り扱 うオペ レー シ ョン ・マネ ジメ ン ト
の仕組みを事業 システムとの関係 で捉えれば,① の事業 コンセ プ トか ら出発 し,標 的市場 の顧客
に対 して,ど のよ うな提供価値 を,い かに して提供す るかを設計 した上で,④ の,現 実に顧客 に
対 して提供すべ き価値を正確かつ効率的に到達 させるための活動 システムを構築す ることになる。
ここにオペ レー シ ョン ・マネジメン トの仕組みの必要性が生 じて くるので ある。 なぜな ら,顧 客
に正 しく価値提供で きて,し か も効率的なプロセス運用が出来なければ,顧 客満足 も得 られない
し,競 争優位性 も発揮 され ないか らであ る。藤本(2001)は,設計情報の製品へ の転写を 正しく
効率的に行 う(QCDFを実現 す る)仕 組 みが深層 の競争優位性をも た らす と して いる。藤本 の
理論を生産か ら事業全体のオペ レーションへ と広げることで,事 業 システムにおけるオペ レーショ
ン ・マネジメン トの位置付 けを想定す ることが可能になると思 われ る。す なわち,事 業 システム
におけるプロセスには,① 顧客 に対する提供価値 ・機能(サ ー ビス)を 広義 のプロダク トと考 え,
このプロダ ク トを企画 ・開発 し,具体的な プロダ ク ト設計へ と展開す るプロダク ト・プロセスと,
②その設計情報を現実の製品やサービスへ と実体化 させ,顧 客 に対 して価値 を到達 せ しめるオペ
レー ション ・プロセスがあ る。 そ して,こ の両 プロセスを結びつけるのは,オ ペ レー ションの実
行の引き金 となる起動命令(startupinstructions)情報である。企業 内の場合 は生産指示や出
荷指示な どの指示情報であ り,企 業間取 引の場合は発注情報である。 この ような起動命令情報は,
サプライチェー ンの形態 に決定的な影響 を与 える。HoekstraS.J.andJ.M.Romme(1992)は,
サプライチ ェー ンのプロセス全体 の中で,発 注情報を受 け取 る地点で,そ の活動が予測主導型か
注文主導型かに別れ るので,こ の地点 をディカ ップ リング ・ポイ ン ト(decouplingpoint:DP)
とし,こ のDPの 投入位置 によ って ビジネ ス ・モデルが本質的 に変化す る ことを示 した。 この
DPの位置か ら川下 のプロセ スは在庫 リスクが発生 しないが,DPよ り川f:のプ ロセスは在庫 リ
スクを抱え ることになる。 この起動命令情報 は,何 を,い つ までに,ど れだけ,誰 に(ど こへ)
届けるか とい う内容で構成 され る。 この 「誰 に,何 を」 という情報が どの程度まで個別 に確定 し
ているかによって,事 業 システムのタイプが まった く異な って くる。個別受注生産方式 と見込4三
産方式を両極 とした事業 システムの違 いは,注 文建築 と建売 の違 いを思 い起 こせ ば明白であろ う。
プロセスの起動命令情報が,プ ロダク ト・プロセス とオペ レーシ ョン ・プロセスを結 び付ける役
割 を果た してい るわけであるが,こ のことが事業 システムの形態 に大 きな影響を与 えることが理
解 されるであろう。
また,こ の起動命令情報 の質 ・確度 も事業 システムに大きな影響 を及 ぼす と考 え られる。「何
を」が既に決 まっていて,「誰に」 と 「どれだけ」 と 「いっ まで」 が決 ま っていな い場 合は,見
込みで生産 される場合が多い。 また,「だれ に」 と大枠 の 「どれだけ」 は決めることができるが,
「いつ」 と正確 な 「どこへ,い くつ」が決め られない場合 には,営 業活動 と受注活動が分離 され
ることになる。さ らに,い ったん発注 して も,そ の内容が変化 した り返品が発生す るとオペ レー
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ションは複雑 にな り,そ の事 業 システムは仕組み としては極めて暖昧な ものになる。逆 に見れば,
プロダク ト・プロセスとオペ レー ション ・プロセスをつな ぐサプライチェー ン〔プロセ スの起動
命令情報 を分析す ることによって,事 業 システムの特性 を捉え るこ とが可能 と考 え られ る。
プロセスの起動命令情報 は,プ ロセス全体のオペ レー ションを制御 している と考え ること もで
きる。特 に,事 業環境 の変化の度合い と事業 システム との関係を分析す る場合,制 御の概念を用
いてオペ レー シ ョン ・マネジメン トの特徴を探 ることが可能である。
FowlerA.(1999)は,経営管理論お よび経営戦 略論 ・組織論の流 れの中でオペ レー ション ・
マネジメン トの位置付けを整理 した上で,シ ミュレーションを活用 し,フ ィー ドバ ック制御 とフィー
ドフォワー ド制御 とを複合 したダプルルー プの制御の有効性 について検 討 してい る。 また,前 述
の通 り,椎野潤(2002)も変化の激 しい環境におかれた 「生きているシステム」は,フ ィー ドフォ
ワー ド制御を活用 していると述 べている。
そこで,事 業 システムをオペ レー ション ・マネジメ ン トの視点か ら分析する試 みと して,プ ロ
セス制御の原理を援用す ることによって,変 化 の激 しい環境下における事業 システムの成立条件
につ いて検討 してみ る。 まず,基 本的な制御理論の枠組みおよび フィー ドバ ック制御 とフィー ド
フォワー ド制御の概要 について整理 した後,経 営における制御概念 とプロセスの起動命令情報 の
質 にいて検討す る。 その上で,事 例研究 によ って変化の大 きい経営環境におけるプロセ ス制御の
あ り方 と事 業 システムにおける効果について考察する。
2.制御の枠組みと事業システム
2-1ワ ィー ドバ ック制 御 と フ ィー ドフ ォワー ド制 御
フィー ドバ ックやフィー ドフォワー ドは もともと制御1:学における制御 の方 式 として研究され
てきた。 中野道夫 ら(2005)によれば,制 御 とは,「ある 目的 に適合 するように,対 象 とな って
いるものに所要の操作を加 え ること」 である。 ここで 「対象 とな ってい るもの」 を制御対象,
「操作を加 え るもの」を制御部,制 御すべき制御対象の出力を制御 量,制 御部の出力(す なわち
制御対象へ の入力)を 操作量,制 御部に対す る入力を制御偏差,制 御 命令(日 標値)と 検出制御
量 とを比較 しその差を計算する機能を比較部,比 較部か ら制御部への入力情報 を制御偏差 とする。
フィー ドバ ック制御 システムは図1の よ うに表す ことがで きる。 このとき,制 御対象 を乱す外 的
な要因を外乱 という。
フィー ドバ ック制御 では,・制御量を瞬時に検 出 し,こ れを制御命令 であ る日標値 と比較 してそ
の偏差 を計算 し,こ れを制御 部に入力す ることによ って,偏 差をゼ ロにす るよ うな操作を制御対
象に加え ることによって制御 を行 う。 フィー ドバ ック制御 の特徴は,外 乱の内容 にかかわ らず,
これとは無関係 に制御量の事後的な結果 にのみ着 目を して制御す ることが可能 である点にある。
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図2フ ィ ー ドバ ッ ク ・フ ィー ドフ ォ ワ ー ド制 御
この フィー ドバ ック制御 の欠点 を補完 する方式が,フ ィー ドフ ォワー ド制御であ る。 フ ィー ド
フォワー ド制御の場合には,図2の 網掛 け部分で示 したとお り,直 接的に外乱を検 出 し,コ ン ト
ローラーで事前 に外乱による制御量の変化 を 「予測1し,こ の外 乱の影響がゼロにな るよ うに制
御することである。 このため フィー ドフォワー ド制御 は 「外乱補償法」 とも呼 ばれている。
フィー ドフ ォワー ド制御ではフ ィー ドバ ック制御 のようにクローズ ド(閉 じた)ル ープではな
く,オ ープ ン(開 いた)ル ープになっている。 フィー ドフォワー ド制御では,外 乱が検 出 され る
と直 ちに補償制御が行われ るため,時 間的な遅れを伴 う場 合には,フ ィー ドバ ック制御 において
生 じるような問題を発生 させない点 で優 れてい るものの,す べて外乱を直接検知 しなけれ ばなら
ず,ま た,い わゆる 「予測誤差」の発生 か ら,場 合 によってはか えって制御 を不安定にするデメ
リッ トを伴 うとされている。 この ため,フ ィー ドバ ック制御 とフィー ドフォワー ド制御の両者の
メ リッ トを活か し,デ メ リッ トを補 う目的で,こ の両者を組 み合わせて用いるフィー ドバ ック ・
フィー ドフ ォワー ド制御が用い られることが多い。
2-2シ ングルループとダブルループ
フィー ドバ ック制御は閉 じたループを形成 していることは前 に述べたが,フ ィー ドバ ックには
図1の ような単一のル ープを形成する シングルループ と図3の よ うな二 重のル ープを形成 するダ
ブルループがあ る。管理会計学の研究者であ る丸太起大(2005)は,「ダブル ループの フ ィー ド




図3ダ ブルループの フィー ドバ ック制御
バ ックは アウ トプ ッ ト実績 をアウ トプ ヅ ト日標 と比較 してその差異を認識す るシングルループに
加えて,そ のアウ トプ ッ ト目標を達成すれば実現 されると仮 定されているアウ トカム 目標 と,ア
ウ トプ ッ ト実績 によって実 際にもた らされた アウ トカム実績 とを比較す るもう一つ の閉 じたルー
プによって アウ トプ ッ ト→ アウ トカム関係の仮説 を確かめよ うとするコン トロールであ る」"のと
説 明 して いる。 さらに,丸 太(2005)は,アウ トプ ットは量的結果で,効 率性(efficiency)の
指標 とな り,ア ウ トカムは質的帰結 で,効 果性(effectiveness)の指標 となると述 べている(ID。
図3で は,ア ウ トカムを質 的成果およびアウ トプ ッ トを制御量 と表わ している。丸太(2005)は
さ らにフ ィー ドフ ォワー ドについて次のように述べてい る。「フィー ドフォワー ドは,ア ウ トプ ッ
トが生 じる前の段階 で,そ のイ ンプ ッ トの投入によって生 じるであろうアウ トプッ トを 予測 し,
それがアウ トプ ッ ト目標を充 たすか どうかで コン トールを行 うものであ り,ア ウ トプ ット実績の
把握 とい うルー プを持 たない開かれた システム(opensystem)」とな っている」(12)。'
丸 田(2005)は,フィー ドフォワー ド制御 は事前制御,フ ィー ドバック制御は事後制御 という
本質的 な差があ るとした上で,フ ィー ドフ ォワー ド制御 が戦略的 コントロール,マ ネ ジメン トコ
ン トロール,オ ペ レー ショナル コン トロールの各段階におけるよ り上位 のコン トロールに対応 し
て いる点 を指摘 している佃。
この点 に関 し,丸 太(2005)は,Schrey6ggandSteinmann(1987)の研 究 を引用 して,
「前 もって設定 されてい る基準 と実績 との比較 によ って,計 画が適切に実行 されたか どうかを判
断す るよ うな,伝 統 的なフィー ドバ ックに依拠 したコ ントロールでは,戦 略的コ ン トロール とい
う目的に とって,(D事後的 コ ン トロールであること,(2)基準が不問に付 されていること,の2点
において 重要な問題 に直面 して しま う。…(中 略)… つま り問題の原因か ら発生 までのタイ ムラ
グ,発 生 か ら対応 までのタイムラグ,お よび対応か ら効果 までの タイムラグなど,さ まさまな タ
(10)丸 太 起 大(2005),18頁。
(11)上 掲 書,18-19頁 。
(12)上 掲 書,19-20頁 。
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図4ダ ブルループのフィー ドバ ック制御+フ ィー ドフォワー ド制御
イ ムラグに直面することになる。 …(中 略)… すでに生 じているがまだ戦略に影響を与えていな
い重要 な戦略 丘の脅威(criticalstrategicthreats)を,それが影響 を与え る前に捉えてあ らか
じめ対処 してい くというフ ィー ドフォワー ドが求め られ るのである」⑭ としている。
この点を解決すべ く導入 され るのが,ダ ブルループ ・フィー ドバ ック制御(FB)と フィー ド
フォワー ド制御(FF)を 組み合わせた 「ダブルFB+FF制 御」 といえ よう。 この枠組みを示 し
たのが図4で ある。 この ダブルFB+FFタ イプの制御 は シングルルー プ ・フー ドバ ック制御や
単独のFFよ りも優 れてい るとされている。 とくに,シ ステムの作動に タイムラグを伴 う場合 に
は,ダ ブルFB+FFの 制御方法の優位性が指摘 されている。
図4で は,フ ィー ドフォワー ド制御が外乱 を検知 し,こ れを制御部 に投入 して迅速 な制御を加
え る同時に,ア ウ トカム(質 的成果)の[1標値 その ものを環境変化の情報 を取 り込 んで入力する
ことによって,経 営成果の実績情報を調整 して プロアクテ ィブな制御を行 うことがで きることが
わかる。
ここで問題 になるのが,フ ィー ドフォワー ドの機能 と構造であ る。図4に 示 されているとおり,
フィー ドフ ォワー ド制御は,ア ウ トカム(質 的成果)の フィー ドバ ックループのみ ならず,「直
接,制 御部 にプロア クティブな制御」 を加 えてい ることである。 このことは,丸 太(2005)の強
調す るような,戦 略的 コン トロールにおけるフィー ドフォワー ド制御の効 果のみな らず,マ ネ ジ
メン トコン トロールの レベルやオペ レー シ ョナル コン トロールの レベルにおいて もフィー ドフォ
ワー ド制御の機能を位置付ける必要性を示唆 している。 すなわ ち,ビ ジネ スプロセスのどの部分
に対 してプロアクテ ィブなフィー ドフォワー ド制御を掛けて制御す るか,さ らには,フ ィー ドフォ
ワー ド制御その ものが事業 システムにいかなる影響を与えるのかにつ いて考え なければならない
であ ろう。そこで次 に,制 御情報の内容 ・質 と,そ の情報の活用の意味 について経営管理 システ
ムの視点か ら検討 してみよう。
(1の 丸太,前 掲書,137頁。
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2-3経営管理 にお けるフ ィー ドバ ック制御 とフ ィー ドフ ォワー ド制御
前述の通 り,フ ィー ドバ ックの概念 は もともと制御工学 に由来す る。 この制御理論を システム
全般 に拡張 し,制 御 と通信のメカニズムに焦点を当てて,サ イバネテ ィクスの概念を提 唱 したの
が ウイナー(NorbertWiener)である。 ウイナー(WienerN.196;)は,有名 な著書 『サ イバ
ネテ ィクス』 の中で,そ の1つ の章を割いて生体 か ら機械 に至 るさまざまな システムを例 に,
「フィー ドバ ックと振動」 について論 じている。 その中で,彼 はフィー ドバ ック制御 と 「補償系」
の組み合わせ について論 じている。 ここで,補 償系 とは予測 システムを指 してい る。ウ イナーは,
制御対象 を効果器(effector)と称 し,効 果器の作動 を安定 させ るための フィー ドフォワー ド制
御はパ ラメー ターに対 して負性 フィー ドバ ックを行 う減算器 を組み合わせて制御す るが,こ れに
補償器(compensator)を組み合わせ ることによる制御能力の向 ヒに言及 してい る。 すなわち,
効果器が遅延的特性 を持 っている場合,補 償器 は予測器の役割 を果たす と してい るので ある。 こ
うした 「特殊な フィー ドバ ック」をウ イナーは 「予報 的な フィー ドバ ック」 と称 して いるが,こ
の意味す るところは前述の通 りフィー ドフ ォワー ドと同一の もの といえよう。「予報的なフ ィー
ドバ ック」を説明す るためにウイナーは 「鴨打ち」 の例 を挙 げている㈹。「鉄砲の狙い と標 的の
誤差を最小にす るのではな く,鉄 砲の狙 いと標的 の予測位置 との差 を問題 にす る」制御であ ると
説 明 しているのであ る。 ウ イナーは,「予報的な フィー ドバ ック」 は効 果器の機構を速 く動作 さ
せ ると述べている。
フィー ドフォワー ドに関 して,サ イモ ン(Simon,H,A.1996)は,「システムは一般 に,過 去
の誤 りを訂正 するフィー ドバ ックと組み合わせて見通 しに基づ くフィー ドフォワー ドを用い る場
合に,よ り正確に 自己の制御を行 うことがで きる」 と指摘 し,フ ィー ドフォワー ドとフィー ドバ ッ
クの組合せによる効果を認 めたLで,次 の ように付 け加えている。「しか し,不 確実性を処理 す
るために期待を形成す ることは,新 た にそれ独nの 問題をつ くりだす。 システムはときに予測 に
対 して過剰反応をす ることがあるため,フ ィー ドフォワー ドは安定を もた らさないことがあ り,
不安定な振動状態 を導 くことがある。」 と指摘 している㈹。サ イモ ンは,プ レイヤー間で相互 に
相手の行動(他 の行為者への期待)を 予測 しようと した場合に生ず る強い不安定化作用の存在 を
指摘 しているのであ る。その実例 として,投 機 によるバブルの発生を挙 げている。
結局の ところ,フ ィー ドバ ックとフィー ドフォワー ドを分け るものは何 か。 それは,制 御器 へ
の制御入力情報が制御対象の作動 による出力結果 とい う 博 後的情報」 か,そ れ とも制御対象 が
作動す る前の 「事前情報」かの差異である。前者が フィー ドバ ックで後者 がフ ィー ドフ ォワー ド
である。 したがって フィー ドフォワー ドは 「前制御」 ともいわれ る。 この ことは,プ ロセスの起
動命令情報が将来の事象 に向か ってい るか,過 去の事象に向か っているかの差 を意味する。 既に
(15)WinnerN.(1961),『サ イ バ ネ テ ィ ッ ク ス(第2版)』135頁 。
(16)SimonA.(1996),『新 版 シ ステ ム の 科 学 』59-60頁。
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発生 した事象に関す る情報 の確実性 は高いが,制 御 したい将来 の事業 システムの作動結果にどの
程度有効性 を持つかが問題である。逆に,将 来の事象 に関する情報は不確実である。従 って,フ ィー
ドフォワー ド制御を用いる場合は,不 確実 な将来情報に対 して,事 業 システムとして,ど こまで ・
どのように リス クを吸収で きるかが重要にな って くる。
2-4不確実性 と不確定性
事業 システムの起動命令情 報の内容 と質 につ いて,も う少 し深 く検討 してみよ う。 まず,制 御
ということそれ 自体が必要 とされ る理 巾は,「外乱」にあ る。 すなわち,シ ステムの作動が当初
の 目標 な り目的通 りの作動結果 にならないの は,こ の外乱が システムの作動に影響を与 えるか ら
である。 しか しこの外乱は,ま さ しくシステムの外 にその原因が存在するか ら,多 かれ少なかれ
「予見の困難性」が伴 う。 この システムの外 か ら降 り注 ぐ予見困難 な作用 による影響 を限 りな く
ゼロ化 し,シ ステム作動の安定性の確保 と目標値の達成を意図 して制御が必要 となることは既 に
述べた とおりである。
さて,問 題 は外乱 の予見 可能性の問題 である。す なわち,外 乱の作用 に関する情報の不確実性
の問題である。 この外乱情報 の不確実性 の問題は,シ ステム制御の方式 と不可分 な問題 であ る。
既 に述べたように,フ ィー ドバ ック制御 の場合は,制 御対象の アウ トプ ッ トを 「事後的1に 制御
量 として検知するか ら,直接 に外乱情報 を扱 うごとに伴 う不確実性は回避 される。 しか し,フ ィー
ドフォワー ド制御の場合は,直 接的に外乱情報を取 り込 んで制御調整 に使用 するため,情 報の不
確実性が伴 う。 この場合,IE確に言うと外乱情報 の不確実性 は2種 類 に分け ることができるだろ
う。第一 は,外 乱情報その ものの不確実性であ る。そ もそ も当該 システムに影響を 与える外乱 を
すべて正確に補足する事は,極 めて困難であ る。 また,そ の情報その ものが システム外 に存在す
るために不確実性 が伴 う。第二 に,時 間的な不確実性である。 システムの作動 にはタイムラグが
伴 うか ら,制 御 にあたっては将来の制御 目標 につ いて今,意 志決定 し,調 整なければな らない。
制御対象 のアウ トプッ ト(制御量)を フ ィー ドフォワー ド制御す る場合は,計 画時点の外乱 を予
測 し,こ れが制御対象 に及 ぼす影響につ いて計算す ることにな るか ら,外 乱 の 予測 とそれが制御
部の作動 に及ぼす影響 の予測 とい う∵重の 予測をす る必要があ る。 これがf'測にともなう不確実
性の問題 であ る。
ここで,フ ィー ドフ ォワー ド制御 におけ る制御情 報の質 の問題 を考 えて おきた い。 福 田豊
(1997)は情報経済論 の立場か ら,情 報 を定型的情報 と非定型的情報 に分類 してい る。 この場合,
定型的情報 とはその情報の意味付けに際 して社会的に共通 な処理 の構造があ るものを指 している。
こうした定型的情報は機械的 ・自動的な処理が可能であるとされ る。 これに対 して,非 定型的情
報 とは,こ のような社会 ・組織 に共通 な構造的な処理ができず,必 要 に応 じて個別的に意味付 け
の枠組み ・仕様を造 る必要が ある情報を指 してい る。福 田は,こ の中間形態 として半定型的情報
という類型を設 けている。 さて,.前述の量的な制御情報(イ ンプ ッ ト)は この定型的情報であ り,
質的成果(ア ウ トカム)は 非定型的情報 に近 い性質があると考え られ る。企業経営の分野では,
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外乱情報の多 くは,非 定型的情報 と考 えることができるであろ う。 また,福 田(1997)は,ナイ
ト(RH.Kight)の古典 的議論 を援用 して,確 率計算可能な不確実性 と確率計算不 可能 な不確
実性 とい う分類を提示 してい る。確率計算 可能な不確実性 とは事象の生起確率が計算で きる場合
で,こ れを客観的確率 と†観 的確率 に分 けてい る。確率計算可能 な不確実性 を福田は1ヨ コの不
確実性1と 称 している。それは分権的な経済 システムにおいて情報の獲得 によって減少 させ るこ
とが不可能ではない不確実性 だか らであ ると してい る。一方,確 率 計算不 可能な不確実性 として,
未来 の生起事象を挙げてお り,こ れを 「本 来的不確実性」 と称 して いる。「タテの不確実性」 と
い って もよいだろう。 しか し,こ の不確 実性 も周知 のとお り,過 去に起 こった事象の生起発生を
蓄積 し活用す ることに よってある程度の 予測が可能 とな ってい る。SCMの 枠組みで いえば,情
報共有 は 「ヨコの不確実性」の減少を意図 したものであ り,予 測精度の向 上は 「タテの不確実性」
の減少 を意図 しているといえよ う。 このことは,SCMの 制御において重要 な視点 とな る。
また福 田は,不 確実性の中で も市場経済 システムが事前的調整機構を欠 くことによ って発生す
る不確実性を 「不確定性」 と称 している。社会 的分業体制 において,市 場経済 システムでは生産
の開始前 に行われる事前調整機構 は存在 していないため不確定性が発生す る。 この不確定性に伴 っ
て発生するコス トの一部を削減す る機構 として商業資本が存在するとい う。福 田の 言う 「商業資
本 による不確定性 の削減機能(多 数回転の媒介)」とは,い わゆる取 引総数単純化の原理,不 確
実性プールの原理,情 報縮約 ・整合の原理 といわれているものを指 していると思われる。 さらに,
福 田は,情 報技術の発達 によって商業資本の蓄積する情報 は十分に近未来の消費予測情報 と して
活用できると指摘 している。 この商業資本によるフィー ドバ ック機能 は,そ の もた らす情報によっ
て産業資十が各個別資本 の利潤率の実績 によらな くて も商業資本 によって もた らされ る市場情報
によ・て生癬 動に関わる輸 の意思決定力河 能になるとしている・このとき滴 業資本による
生産組織の情報制御は実質的 にフィー ドフォワー ド制御 といえるとい うのであ る。 さらに,福 田
は,メ ー カーや商業資本 によってなされ るマーケテ ィング活動 も,フ ィー ドフォワー ド機能 を果
たす と指摘 しているのである。 この点,嶋1"1光輝(2004)は「売 り手による交換促進型マーケテ ィ
ングの基本は,買 手が喜 んで支払 う対価以上の知覚価値 を提供すること…(中 略)… 」であ り,
「いかに して顧客の意(ニ ーズや欲求)に あ った顧 客価値創造 の仕組 みを創 るかがマネ ジメ ン ト
上の課題 とな る」 と述 べている(17)。これが一般に 「売れ る仕組み」 と称 されてい るものであ ると
付言 している。本論文の意 図は,フ ァ ッションビジネスにおけるこの 「売れる仕組 み」 の構造に
つ いて,SCM制 御 の側面か ら考察す ることにある。
2-5フ ィー ドフ ォワ 一ード制 御 と情 報創 造
椎野潤(2002a)は,フィー ドフォワー ド制御 とSCMに ついて,シ ステムデザ イ ンの観点か
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ワー ド制御を有効に活用 していることを発見 した。 そこか ら,「生 きているシステム」につ いて,
その構造 を図5の ように示 している。
当該 システムは次 のような機能関係 の連結的制御 によ っての構造化 され る。
① 生命的 システムSは 外部の場の情報 を継続的 に取 り込 んで,外 部 に情報を創出す る 「散
逸構造」によって システム目的の 自己組織化SAを 行 っている。
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② 自己組織化 された 目的情報 は,シ ステムの実行系SBに 入力 され,シ ステムの具体的なあ
るべ き姿 が設定SBlさ れる。
③ あ るべ き具体的 な姿の情 報は,実 行 ループに入力 され システムが作 動す るSB2。 このと
き,SB2の 内部で フィー ドバ ック制御 ルー プFが 作動する。
④ システムの作動結果 は,実 行確認SB3に 入力 され,あ るべき姿SBlに 戻 される。
これを先に示 した 「ダブルFB制 御+FF制 御」 システムと比較 して みよ う。 椎野 は,SBシ
ステム内のSBl→SB2-→SB3という外周ループを フィー ドフォワー ド制御 としているが,フ ィー
ドフ ォワー ド制御の本質 は開(オ ープン)シ ステムであるか ら,ク ローズ ドルー プをフィー ドフォ
ワー ド制 御 と して いるこ とに若干 の差異 が認 め られ る。 この外周 ル ープは 「ダ ブルFB制 御+
FF制御」 の図で言えば,質 的成果の フィー ドバ ック制御部分 に当ると考え ると,椎 野のSAは
フ ィー ドバ ックの ダブルルー プ制御を意 味 してい ることにな る。 そ うで あるとすれ ば,椎 野 の
SA(シ ステムの 目的の自己組織化)の 部分が 「ダブルFB制 御+FF制 御」 システムの フィー ド
フォワー ド制御(FF)の 部分 に該当 し,こ れ は開 システムとなって符合 している。
さて,こ のよ うに同定作業の準備を した上で,椎 野 の 「生命 的 システムの概 念」 か ら得 られ る
示 唆につ いて考察 してみよう。 「ダブルFB+FF制 御 システム」 において フィー ドバ ック制御 の
入力情報 であ った外乱情報 は椎野の 「場 の情報」 にあたる。 そ して,「システムの 目的の 自己組
織化」が情報 の散逸構造 によって形成 された後,そ こか ら創出された情報が フィー ドフォワー ド
制御情報 として,質 的成果 の目標値 として 「あるべ き姿の設定」に展開 され る。 これが実行系 の
制御 部に投入 される。実行系では,内 部で制御 量によるフィー ドバ ックループによ って制御 され
るとともに,そ の成果は,確 認部 ない し質 的成果実績 として把握 され,再 び,質 的成果 の日標値
にフ ィー ドバ ック制御 され る。 これがダ ブルフィー ドバ ックループを形成 している。
ここで,着 日すべ きは,質 的成果ない しは,実 行系への量的制御情報の中に,フ ィー ドフォワー
ド情報が反映 されて いる事 で,そ のFF情 報 は 「外部の場の情報」か ら散逸構造 によ って白己組
織化 された情報 であるという点である。 この 「自己組織化 された情報」 とは,そ れ 自体 にお いて
自己形成 された意味情報であ り,そ れ は嶋 口の言 う顧客価値の創 出というプロアクテ ィブな市場
へのメ ッセー ジとなって市場 に散逸 され るものであ り,ま た,自 ら顧客価値創出 ・実現 の仕組 み
形成す るメカニズムといえるのではないだろ うか。 そ して,そ れは外部環境 との相互作用 によっ
て 自らの機能 ・構造を変化 させて ゆ く進 化的な システムであるがゆえに,「生命的 システ ム」 と
いえ るのではなかろうか。
さらに,当 該 自己組織化 メカニズムによって創出 される情報は,シ ステムの 「意思」 と して制
御 部に投人 されるフ ィー ドフ ォワー ド制御の起動命 令情報 と して機能する ということである。 し
たが って,そ れは単な る予測情報ではな く,経 営成果 と して 「このようにす る」 とい う意思 の反
映であ り,白 らリスクを とるとい う 「未来情報で はあ るがある種の確定情報」 と して機能 するの
ではないだろ うか。特 に,そ の散逸構造 による外部発信情報 と白己組織化 された情 報が仕組 みを
創出 し,こ れが リスクを吸収す ることによってフ ィー ドフォワー ド制御情報 の 「確定性」が向上
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し,プ ロセスその ものの構造 を変え,「確定情報型制御」 ともいうべき新 しい制御 のあ り方を提
示 しているのではないか と考え られ るので ある。 このことは,SCMが 単な る 「予測 ない し実績
情報の組織悶共有化」 にのみ依拠す るのではな く,あ らたな対市場 メカニズムの創 出とそれに基
づ く産業組織の再編成 とい った本質的な問題に行 き着 くのではないだろ うか。
鋭 事 例 研 究
これまでの検討を基礎 に,フ ァッション衣料品のSPA型 小売 チェー ンの事例を用 いて,環 境
変化の激 しい分野 における事業 システムと,そ の中で行 われているプロセス制御の方法,お よび
それがグローバルサ プライチェー ン全体 にどのような影響 を及ぽ してい るかについて検 討 してみ
よう。
3-1事例の概要(株 式会社ハニーズ)
福島県 いわき市 にあ る株式会社ハニーズは婦人衣料 の製造小売 アパ レル(SPA)企 業で,店
舗数389店舗(平 成17年3月 現在),売 ヒ高は216億円(平 成16年5月 期)で 対 前年仲 び率
39.6%増加を示 してお り営業利益率 も13.9%とフ7一 ス トリテイ リング祉(ブ ラン ド名 ユニ クロ)
の9.2%(平成16年8月 期)を 大 き く上回 る実績 を示 してい る。 当社 の急激 な成長は2000年2
月以降,製 品の調達先を韓国や中国 に移転 した ことにあ る。 この点,フ ァース トリテイ リングな
どのSPAの 先行事例 と同様であ るが,ユ ニ クロが比較的流通 が安定 し,販 売ロ ッ トの大きい軽
衣料品に特化 しているのに対 し,ハ ニーズは流行の激 しい婦人服衣料(ヤ ングカジュアル)成 功
していることに特徴を見 出す ことがで きる。当社の成功要因を明 らかにす るために,当 社社 長の
江尻義久氏に聞 き取 り調査を実施 した(la)。実施 したの は平成17年3月23U,場 所は福島県いわ
き市の株式会社ハニーズ本社である。江尻氏の ご協力に対 しここに厚 く御 礼申 し上 げる。
a.沿革 と出店戦略
当社 は,1978年に創業,福 島県 いわき市を中心 に婦人服の小売販売を開始 した。1985年には
製造の知識 の獲得,自 社企画商品の開発による利益率の拡大 を意図 して企画 製造部門の株式会社
ハ ニー クラブを設立 した。 昭和1986年には 自社配送セ ンターを開設 し,拡 大 した店舗への配送
効率を向上 させた。 店舗 は1993年頃までに約130店舗まで拡大 させたが,バ ブル崩壊 で販売不
振 に陥 り,そ れ までの地方駅周辺地域への 出店戦略を転換 し,郊 外型シ ョッピングセ ンターの開
発 ・出店 へ と戦略転換を図 った。 その結 果,1999年頃 まで に店舗数 は200店舗を超 す水準 に達
した。
(18)聞き取 り調査は加藤孝治氏 と行 った。
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b.海 外生産への シフ トの経緯および現在の仕入調達および生産体制
2000年頃 までは 自社 の子会社工場 を含め国内4三産拠点 に委託 していたが,利 益率が低 く(2%
を切 る水準),赤 字転 落の危険性が あった。ユニ クロの成功を ヒ ン トに販売価格の引 き下 げ と粗
利益率の向上 を目的 として海外生産への移行を決意 した。2000年より白社 の製造子会社(ハ ニー
クラブ)の みを残 して中国への調達先海外移転を実施 した。それ まで も生地 については1990年
頃 まで商社経 由,そ れ以降 は自社の直接買取 りで手当て していた。 そこか ら韓国企業 の中国展開
の成功の情報 を得て,韓 国企業を活用 した中国縫製 メーカーへの生産委託 を図 るよ うになった。
韓国は中国1場 の生産管理の ノウハウを持 っていることか ら中国青島の 『1陽の管理 も一部韓 国企
業 が行 って いる(青 島の10工場 の2割 が韓 国系資本で残 りは中国系資本,上 海は中国企業 と中
国生地 メーカーの資本)。
現在は,中 国は1海10社,青 海10社 の合計20社,生 産量は}海 と青島がおよそ50:50の割
合 であるが近年上海の人件費が上昇 してお り青島の生産割合を増 やす傾 向にあ る。調達先の選定
は納期,品 質,価 格 と信用 であ る。 これ らの企業は 日本国内の他社(イ トキ ン,ワ ー ル ド,オ ン
ワー ド樫lk,ファイブフォヅクス等)へ も納入 しているが,全 生産量が 日本向けであ る。商 品の
海外調達比率 は約7割 であ る。商品ラインによ って異 なるが,洋 服 の場合 でいえば,自 社企画の
商品 と買取 りの割合 は,70:30の割合である。 臼祉企画商品の直接輸入 が7割 を占める。 した
が って,全 体 の約5割 程度 が海外 か らの 自社企 画商 品である。 日本 国内調達分30%の内,子 会
社 のハニー クラブに よる直接生産分 は2～3%に す ぎないが,こ れを残 してい るのはパ イロ ッ ト
商 品やプロ トタイプ商品の内,生 産 ・仕様や加Ilが複雑で高度 なもの,あ るいは極めて短期 に店
舗投入を行 う必 要が ある場合 に活用す るため という説明であ った。原価 や製造方法 についての知
見を内部化す る役割 も持 っていると推測 される。いずれに しろ新製品の開発段階では,国 内のハ
ニー クラブや国内サプライヤーか らの買取 りで立 ち上 げ,こ う した開発型 の企両が成功 して販売
数量が6,000～7,000枚にまでまとまるような ら中国生産 ・調達 に切 り替え るとい う。 中国に移管
されてか ら,商 品の販売価格 を2900～3900円釈度の商品で19001J」程度までに引き ドげることが
で きた。 粗利益率 は50%を超え る水準 に達 している。ltl社企画 ・生産 に移行 した後 も国 内買取
り仕入を行 う理 由は,生 地 メーカーやサプライヤーか ら得 られ る販売動向 ・流行情報や素材 ・製
造技術 に関す る情報 を重視 して いるか らで る。 自社企画のみになると 「ひ とりよが り」 に陥 る恐
れがあ り,こ れを避 けて広範囲か ら人手 した情報を品揃 えに反映 させ ることも重要だと認 識 して
い る。
また,買 取 りはサプライヤーが在庫保持す る場合,調 達 リー ドタイムが短 く,小 回 りが利 く。
加えて,季 節入れ替 えの端境期 には需 要動向が読み切れない場合があ り,市 場のニーズを,よ り
広範囲に収集 ・把握 してい るサ プライヤーの情報を活用 して予測制度を トげる意味合 い もあ る。
c.物 流体制
現在は,中 国の ト海お よび青島 に物流拠点を遣き, 国内は福島県いわき市常盤水野谷に自社物
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流セ ンターを設 置 してい る。 中国の流通セ ンターは日系 の3PL業 者 によ って投資 ・運 営 されて
お り,し まむ ら等の他の 日系企業 もこれを活用 している。 青島の流通セ ンターは2004年4月に
開設 され,上 海の流通 セ ンターは2005年3月に開設 された。福島の物流 セ ンター は当社が直接
投資を行 い,運 営す るもので,社 長 自ら関与 して設計 されたものである とい う。敷地4,500坪で,
中国の物流拠点 と合わせ ると2万 坪を有 し,日 本全国600店舗までをカバーできるという。
d.企 画開発から生産 ・販売まで
自社企画の商 品は約300アイテム/月 で毎週70～80品日をデザイ ンす る計算 にな る。 サプラ
イヤー企 画の商品が約200アイテム/月 あ り,販 売量 としては70%程度が 自社企画の ブラン ド
である。中国 の委託生産分は全て当社の企画 によるものであ る。 当社 はフ ァース トリテイ リング
のよ うに中国 の現地工場を直接管理 してお らず,現 地工場の生産 分 も全量が当社向け というわけ
ではないが,デ ザイナー,パ ターナーを自社 に内部化 し,企 画 リスクを負い(委 託分 は全量引取
り),「モノ造 り」に直接関与 してい るので,こ うした側面 か ら自社 をSPA業 態 と認識 してい る。
当社 は,20年ほど前か ら,週 単位の ビジネズサ イクルで運営 されて いた とい う。現在 の運営 は
下記の通 りであ る。
毎週,月 曜 日の午 前中に各店舗か ら売 り筋 に関す る情報である商品連絡 表がFAXで 送 られて
くる。 これを社長 と本社 スタッフが内容をチ ェヅクし,需 要動向を把握す る。月曜 日の午後に企
画会議でその週の発注企画の商品ラインが決定 され,バ イヤーやデザイナーに情報収集 のための
課題が 出され る。 火曜1」と水曜 日で東京の原宿,渋 谷 などの先端市場 や,フ ァッシ ョン雑誌な ど
に載 る世界市場の流行情報を取材 し,こ れ によ り企画案 が具体的 なデザイ ン案に展開 される。 こ
の とき,社 内の女性 スタッフによるデザイ ン企画 ・デザイ ン案を 中心 に検討され る。契約 デザイ
ナーは40～50名登録 されてお り,常 時20名は稼動できる体制にある。 商品 ミックスは4ブ ラン
ド4シーズ ンで展開 され,ブ ラ ン ド間の シナジー効果を発揮 させ るように組み立て られている。
契約デザイナーの案は参考程度の場合が多 い。社内女性 スタ ッフを教育 してデザイン企画をさせ
ることを基本戦略 と している。 そのために毎月60名程度 を集合教育 し,さ らにブラン ド間の担
当異動を して能力を高めているとい う。企 画は109系,セ レブ系 などの イメー ジのポジショニ ン
グを考え,流 通や販売動 向によ ってその割合を変えている。顧客 の感性 を重視するが,テ キスタ
イルメーカーなどの情報 も参考 に している。
木曜 日にこれ らの企画案について商品企画会議が持たれ,発 注 商品が決定 される。 この際,社
内の女性従業 員の感覚が最優先 され るという。木曜日の夜 には,企 画案 を詳細な発注仕様 書へ と
具体化す る。 デ 一ータベー スに基づきCADに よってパ ター ンに展開 し,現 地工場のCAMに デー
タ送信 され る。 サ ンプルは航空便で送 られて くる。
金曜 日には,中 国 ・韓国な どの生産工場の責任者がいわき市の本社に集 ま り,生 地見本を元 に
縫 製などの細かい仕様 を確認ず る。 中国の現地1場 の責任者が福島の本社まで来て直接交渉す る
のは,「仕事 の手離れ」 をよ くす るためであるとい う。 当社の全 スタ ッフが ミーテ ィングに参加
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するので,細 かい仕様や取引条件についてその場で決定できる。 問題が あればその場で解決す る
とい う。発注が会議の場で最終決定 され るので,中 国側では翌Uか ら生地の手当て や生産準備 に
着手できる。そのため,リ ー ドタイムが短縮で きるので ある。
発注後30～40日程度 で生地調達,染 色,裁 断,縫 製,整 理仕kげ,検 品 ・検針 が行 われ る。
内訳 は生地の手当てに約3週 間,縫 製 に約1週 間,日 本 までの輸送 に4～5日 を要す るが,商 品
によっては生地の手 当てや縫製 の リー ドタイムが短縮 されるため,平 均で30～40日にな るという。
発注時点で生地調達 ・生産着乎 ・裁断 ・縫 製 ・染色 ・仕hげ ・出荷 ・TC入荷 ・船積 み ・入港 ・
荷揚 げな どの各段階のU程 と納期が決定 され,福 島の本社で中国の工程進捗状況をモニタ リング
し管理することがで きる。そ して万 ・,納期遅れが発生 した場合にはペナルティを課す契約になっ
ている。青 島,ltveの工場か らそれぞれの地域の3PLの 流通 セ ンターに集荷 され た商品 は,流
通セ ンターで検針 ・検品 された後,各 店舗別 に仕分 け梱包され ソーター にかけ られて,U本 国内
の店舗 に近い港(関 西な ら神戸港,関 東は横浜港 と東京港 など)に 混載輸送 され る。港に荷揚 げ
された商 品は特積貨物運送業者の配送拠点 に移送 され,当 該特積貨物運送業者 のネ ッ トワークで
日本全国の店舗 に直接納品 され る。 この初回投人が全体の発注量 の約60%で,残 りの40%は初
回納品の1週 間後にいわ き市 の物流セ ンターに総量納 品される。青島 と上海の流通 セ ンターが開
設 され るまでは,中 国か ら全量,福 島の物流セ ンターへ総量納 品されていたが,中 国の両物流 セ
ンターが開設 された後 は前述のような輸送体制 に移行 した。 中国で仕分 け処理する分,中 国側 の
納期が長期化す る恐れがあったが,当 社 はスピー ドを最優先 にしてお り,中 国側 の努力を引 き出
して,逆 に2～3日 程度 の納期短縮を実現 した。 また,中 国の流通 セ ンターを経由 し,初 回投入
分の60%が店舗へ直接納品 され るようにな ったため,福 島のDCの 処理能 力に大 幅な余裕 が生
まれた。 このたぬ 店舗拡大 によるセ ンター処理物量の増人分を当面,現 セ ンターで吸収す るこ
とが可能 にな った。 また,そ れ まで福島のセ ンターか ら全国配送 して いたが直納体制 への移行 に
伴 って佐川急便の配送が簡素化 し,そ の分,配 送料金の引き ドげが実現 した。現物 流体制への移
行前 よ り トータルな物流 コス トが10%ポイ ン ト程度削減にな ったとい う。 消化率の良 くない商
品の店舗 間移送 も特積貨物運送業者に委託 しているがこの分は別立て料金 とな ってい る。
60%の初回投入 の分は各店舗 に対 して各ア イテム(型,色,サ イズごと)1枚 ずつ しか投人 し
ない。 したが って,追 加補充 の必要が生 じる場合 が多い。40%の追加補充分は,1週 間の消化状
況 を本部で毎 日把握 しているので,こ の情報を もとにいわき市の物流セ ンターか ら白動補充 をか
けている。ただ し,一 部の定番商品以 外は中国の委託1場 に対 して追加発注をかける ことはほ と
ん どな く,売 り切 り不補充が原則であ る。
ここで在庫された商品は,店 舗発注 に基づきオー ダーピッキ ングし方面別に仕分け されて各店
舗 に追加補充 される。商品の消化状況をみなが ら価格調整や店舗間の移送をか けてい る。 こう し
た移送 も特積貨物運送業者 を活用 して いる。最終的な売れ残 りは福島の物流セ ンター に回収 され
るが,そ の比率は極 めて低 い水準 に収 ま っている。
74 『明大商学論叢』第88巻特別号
3-2事 例 か ら見 る フ ィ 一ードバ ック ・フ ィー ドフ ォワー ド制 御
事例 では,本 社において,極 めて短期 ・多サイクルで商品企画 とデザイ ンを行 って いる。、白社
店舗か ら収集 された市場情報の みな らず,国 内外の多様 なファッション情報を多角的かつ意 図的
に収集 している。 その場合,自 社 の若手女性社員が消費者の視点 と,明 確 な開発意 図を持 った企
業側の視点の両方 を持 ち合わせ ていて,企 画会議 の場において収集情報 の集団的な意味付 けが行
われてい る点 が重要である。すなわち,情 報 の収集か ら,個 別の企両 ・デザイ ンに落 とし込む過
程 で,情 報の引き込 み と自己組織化が行われ,当 該 チェー ンの ファッシ ョン ・ブラン ドとしての
意味情報が創造 されている と考えてよい。
この点が,パ ソコ ンの直販 とは根本的に異 なる点であ る。 このように自己組織的に創造 された
フ ァッシ ョン情報が販売促進情報 とな っていて,こ の意味情報が各店舗 において陳列 された時点
で,メ ッセー ジ情報 と して消費者 に伝達 され ることにより,流 行 という価値 を創造 し,提 供 して
いるか らである。流行価値は,集 団において共有 されることが不可欠であるか ら,散 逸情報 と し
て情報発信がな される必要がある。流行情報 を取 り人れつつ もこうしたオ リジナ リテ ィ性 を有す
る流行情報を創造 し,発 信する仕組みを持 たない限 り,ア パ レル分野 のSCMは 成立 しないであ
ろう。
さて,創 造 され,選 別 された企画 ・デザイ ン情報は,CADシ ステムによ って数値 化 され,中
国の生産拠点に送信 されるが,こ の過程でデザイ ン情報が部品モジュールに展開 されて蓄積 され
ると同時 に,生 産L程 の留 意点や使用機器 ・素材情報 と関連付 けされて,品 質情報が工程 ・品質
管理情報 に変換 されてい る。 こうした情報 は蓄積 され,暗 黙智 の形式智化 と蓄積が行 われてい る
と解釈でき る。加えて,毎 週,中 国の工場担 当者 が福島の本祉で フェイス ・トゥ ・フェイスの コ
ミュニケー ションを行 うことによって,綿 密な意思疎通を図 り,デ ジタル ・コ ミュニケー ション
では困難な意味 の共有 と,そ の場 の意思決定を可能 に し,さ らに,納 期や品質 ・コス トおよび購
買側の販売 に関す る確約を相互に取 っていることは,こ の ビジネスモデルの要 といえ る。つま り,
この事例の グローバルサプライチ ェー ンは,確 定情報で運用 されてい るとい うことで ある。
ここで確定情報 とは,初 回投人の60%分について言えば,例 えば1ヶ 月後 に どの商品 をどの
店舗の どの棚で,い つか らいつ までに何枚売 り切る,と いう情報 が発注時点で明確 に意思決定 さ
れてお り,そ の確定情報 に基づいて,中 国における生産{二程,出 荷物流工程,国 際海h:f{]物輸送
の工程,国 内の特積貨物運送業者の業務工程,そ して店舗 におけ る販売業務 が計画通 りに行われ
るとい うことである。 これは,フ ィー ドフォワー ド制御にほかな らない。 ロジスティクス ・プロ
セスにおいて,フ ィー ドフォワー ド制御の効 果はきわめて大きい。 プロセス全体が計画通 りに活
動 され るということは,全 体 のプロセスが同期化 されると同時 に,事 前 に業務 負荷が見通 せるの
で,そ れにあわせた準備が事 前に行われ ることを意味す る。 このことによってス ピー ドと効率 は
著 しく向」二する。 さらに,中 閥段階の在庫 バ ッファー も必要と しないであろ う。 フィー ドフォワー












る。 これがス ピー ドを生むのである。別な 言い方 をすれば,モ ノが確定情報 とヒモ付 きで・一体 と
な って動 くということで ある。 こうしたモノと情報が一体 となって流れ る基 盤 が形成 されている
ことによ って,複 雑 なネ ットワー ク状 のサ プライ ・デ ィマ ン ドチェー ンであ って もス ピーデ ィー
で効率的な事業運営が可能になるのである。
川 ドの実需情報を川kで 共有 してSCMに 活用す る ことは,VMIやCPFRな どで よ く知 られ
ているが,問 題はその起点 となる情報 の質 ・意味である。過 去の販売実績情報 に基づ く予測情報
では,多 かれ少なかれ予測誤差が伴い,ま た,1測 の次元が合計数 量で,h記 事例 のように,何
をい くっ,ど こで,い つか らいつ まで売 る といった細 かさの レベルで決定 されていない場合,上
記のよ うな確定的なL程 運用 は不可能 である。
さて,こ のような確定情報がネ ッ トワー クの効率的 かつ スピーディーな運用 に効果 があるとし
て も,そ の確実性の度合 いが問題 になる。 事例 は,受 注生産ではないか ら,デ ルのダ イレク トモ
デルのように組立後は基本的に在庫 リスクゼ ロとい うわけには行 かない。 そ もそ もファッション
ビジネスの場合は,前 述 の通 り,オ ー トクチ ュールか らプ レタポルテへ と発展 してきた歴史の中
で築かれてきた1流 行価値の創出」が基本 とな るので,個 々の顧客への受注生産対応 はで きない。
すなわ ち,販 売在庫 リスクは不可避 となる。 しか し,こ の リスクを川 上に分散 させたのでは,返
品な どが発生 し,確 定情報 とはな らないか ら,個 別 に物が動 かせな くな る。 そこで,販 売在庫 リ
スクを小売業段階 で吸収できる仕組 みが必要 になる。 これが,プ ロダ ク ト・ライ フサ イクルを意
識 した事業 システムであ る。
Christopher,M.,LowsonR,andH.Peck,(2004)は,ファッション市場 における俊敏 なサプ
ライチ ェー ン ・マネジメン トに関する分析 を行 った。 この研究 は,本 論文 の先行研究 と して重要
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であるため,や や詳細 に要約 してみる。Christopherら(2004)は,ファッション市場 に典型的
な移 り気 で変化 の激 しい需要の挑戦 に適合 するため には,伝 統 的な組織体制 と予測主導 のサプラ
イチ ェー ンでは不適切で あるとし,代 って俊敏なサ プライチ ェー ンに組み込 まれた俊敏 な組織を
構築す る必 要があ ると主 張 して いる。Christopherらは,ま ず,フ ァ ッシ ョン市場の特性 を,
①短 いライ フサイクル,② 移 り気の激 しさ,③ 予測可能性の低 さ,④ 高い衝動買いの傾 向,と 整
理 した 上で,こ う した傾 向に対す る伝統的 な予測主導の市場対応は,在 庫 の過剰 と不足 を招 くと
している。 さらに,近 年 は,人 件 費節減 のために海外調達 を行 った結果,リ ー ドタイムが長期化
し,ま た,応 答 の良い補充 システムを構築す るために調達先の絞込みを行 っていると指 摘 してい
る。次に,フ ァッション市場 における競争優位性を確保するためには,① 市場ニ ーズを発見 し,
それを商品やサー ビスに具現化 し,市 場 に投入するのに要す るリー ドタイム(timetomarket),
②受注 し,商 品を小売店頭 に届 けるのに要す る リー ドタイム,③ 需要の移 り気 な変化 に対応 する
ために要す るリー ドタイム,3つ の リー ドタイムを管理す る必要があ るとして いる。 この3つ の
リー ドタイムはそれぞれ,商 品開発プロセス,調 達 ・生産 ・物流 ・販売 プロセス,ア イテム改廃
プロセス に対応 している。 このプロセスを管理するためには,① 市場感度,② 情報共有,③ 専業
者の柔軟なネ ッ トワーク,④ プ ロセ ス連携を組合せ,全 体 の調整を図ることが重要 であるとして
いる。
本論文の事例で は,自 社の販売能力よ りも控えめなアイテム当た り発注量 に抑 えて陳腐化在庫
を回避す ると同時 に,短 期 ・多サイクル開発体制によ ってプロダク ト・ライフサイ クル前段階の
販売機会損失を削減 し,販 売チ ャンスロスと陳腐化在庫 リスクを同時に抑制す るビジネスモデル
を構築 している。 この プロダク ト(商 品化)プ ロセスと一体 にな ったSCM(オ ペ レーシ ョンプ
ロセス)が 小売起点で行われることの意味はここにあ る。 フィー ドフォワー ド制御の起点 となり,
川上の調達 プロセスにとっての確定発注情報 は,販 売 リスクを自社で吸収で きるビジネスモデル
を前提 としてい ることが もっとも重要なことであ り,「生 きてい るシステム1と して市場 と対話
を図 りつつ情報創造が行われてい ることがその前提 とな っているのであ る。
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